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空き家数の推移と種類漏u内訳 攣国土交通省

O住宅□土地統計調査 (総務省)によれば、空き家の総数は、この20年で1.8倍 (448万戸→820万戸)に増加。
O空き家の種類別の内訳では、「賃貸用又は売却用の住宅」等を除いた、「その他の住宅」(いわゆる「その他空き家」)がこ
の20年で2.1倍 (149万戸→318万戸)に増加。

Oなお、「その他の住宅」(318万戸)のうち、「―戸建 (木造 )」 (220万戸)が最も多い。

【空き家の種類別の空き家数の推移】 【空き家の種類別内訳】(万戸)
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[空き家の種類 ]
二次的住宅 :別荘及びその他 (たまに寝泊まりする人がいる住宅)
賃貸用又は売却用の住宅 :新築・中古を問わず,賃貸又は売却のために空き家になっている住宅

(308,200

【出典】:平成25年住宅・土地統計調査 (総務省 )

/デ∵

13.10/0

12.20/0

9.80/0
9.40/。

448

その他の住宅
‐‐ 賃貸用又は売却用の住宅
‐‐ 二次的住宅

一 空き家率

・　　　　　・一一一一一一一一一一．．． 一一一一一

空き家総数
8′ 195,600戸

2013年

その他の住宅 1上記の他に人が住んでいない住宅で,例えば,転勤・入院などのため居住世帯が長期にわたって不在の住宅や建て替えなどのために取り壊すことになっている住宅など
1



都道府県別の空き家率 |1国土交通省

全

鹿

Ｏ
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住宅ストックに占める「その他空き家」(長期不在日取り壊し予定などの住宅)の割合の全国平均は5.3%。

児島県、高知県、和歌山県は、「その他空き家」の割合が10%を超えている。

全住宅ストックに占める「その他空き家」の割合
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活用可能な空き家数の推計 等国土交通省

O活 用可能と考えられる空き家の数 (一定の条件 (※ )の下で試算)は、全国で約48万戸。
(※駅からlkm以内で、簡易な手入れにより利用可能なその他空き家)

空き家 昭和56年以降建築 昭和55年以前建築

その他
空き家
(約 320万戸)

腐朽・破損なし

(約 67万戸)

腐朽・破損なし

(約36万戸)

※戸建日長屋の腐朽破損率は、H26空家実態調査に
おける(戸建その他空き家データ)を活用
共同住宅の腐朽破損率は、H21空家実態調査
(共同住宅データ)を活用

戸建・長屋の約側

共同住宅の約壁穀

戸建・長屋の約塑

共同住宅の約劉

損なし 戸

～耐震性があり、腐朽/破損のなしヽストック～

最寄り鉄道駅までの距離

その他空き家の駅からの距離別分布
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へ,000m■ 16,7

2000m～ ■ 15,8

lkm以内

約29%

915

lkm以内

約65%

2000m‐ ‐

単位:万戸 単位:万戸

戸建て等 共同住宅

出典 :住宅・土地統計調査 (総務省)、 空家実態調査 (国土交通省)
※ 建築時期が不詳であるものについては捜分して加算している。
※ 空き家の建築時期は、空家実態調査に基づき推計している。
※ 建築時期が昭和55年以詢の「耐震性なし」とされているストック数については、国交省推計による建て方別の耐震割合をもとに算定を行つた。 3
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全国の空き家問題について 

１０軒に１軒以上
の割合の空き家 

都市部でも顕著、
全国で８２０万戸
もの空き家存在 

管理できず放置
する子供世代 

更地では税金が
高くなる⇒家が
建ってさえいれば
税金を抑えられる 



結 果 の 概 要

I 世帯数と世帯人員数の状況

1 世帯構造及び世帯類型の状況

平成 立5年 6月 6日 現在における全回の世帯総数は 50H万 2千世帯となつている。
世帯構造別にみると、「夫婦と未婚の子のみの世帯 Jが 1489万 υ千世帯 (全 世帯の 297%)
で最く,多 く、次いで 1単独世帯」が 1328万 5千世帯 (同 265%)、 「夫婦のみの世帯 J
が H64万 4千 世1芋 (同 232%)と なっている。
世帯類型別に /か ると、 「高齢者世帯Jは 1161万 4千世帯 (全世帯の 232%)、 「母子
世常 JI± 82万 1千世常 (同 16(/0)と なっている。 (表 1、 図 1)

表 1 世帯帯造別、世常頼型別にみた世帯ケ女、構成割合及び平均世帯人員の年次推移

2 65歳 以上の者のいる世特の状況

65歳 以上の者のいる世帯は 2242万 世帯 (全世帯の 447%)と なっている。
世帯構造別にみると、「夫婦のみの世帯Jが 697万 4千世帯 (65歳以上の者のいる世帯
の 311%)で 最も多く、次いで「単独世帯」が 573万 世帯 (同 256%)、 「親 と未婚の子
のみの世帯Jが 444万 2千世帯 (同 198%)と なっている。 (表 2、 図 2)

表 2 世帯構造別にみた 65歳 以上の者のいる世帯数及び構成割合の年次推移

図 2 世帯構造別にみた 65歳以上の者のいる世帯数の構成割合の年次推移
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65歳 以 Lブ )者のいる世帯のうち、高齢者世帯を世常構造別にみると、「単独世帯Jが 573

'デ

世帯 (高 齢者世帯の 193%)、
「
夫婦のみの世帯」が 551万 3千世帯 (同 475%)と なっ

て (ヽ ろ (表 3 図 3).
I単独世帯 |を性・年古l,階級別にみると、男は 「65～ 69歳」が 3157)、 女は 「75～ 79
茂 1か 287イ )ご 最 も多くなっている (図 4)

表 3 世帯構造別にみた高齢者世帯致及び構成割合の年次推移

8 65歳 以上の者の状況

65歳 以上の者は 3239万 4千人となっている。
家族形態別にみると、 「子と同居Jの 者が 1295万 人 (65歳以上の者の 400γ,)で 最 も
多く、次いで 「夫婦のみの世帯」 (夫婦の両方または一方が 65歳以上)の者が 1248万 7
千人 (同 385%)、  十単独世帯Jの者が 573万 人 (同 177%)と なっている。

(表 4、 図 5)

表4 家族形態別にみた 65歳 以上の者の数及び構成割合の年次推移
イli ン( |ヽ山市汁‖「‖十 iiをれI‖ Iイ‖ ツサ

`′

),ち」(IJ1 1: ′スのltアJ(ド t‖
lノ

liク )j4卜 l′う その他の‖「イ‖

‖十イイ (,Iイ |

|―

'ナ

覧ノlj午

‖十イイ1('ド |:
|′ナ丈ッとイ|!

‖|

3 730

5 7110

1古

,7B
171

|ヽ
ケ′人

728

±1  合

109

(11イ .1:「 把:イ |∫ )

1 285

2 824

(11位 :%)

35 9

35 1

3 057 88

1 ltυ

215

992

′l梵

195
′187

175

31

,1
99

!)1の イレ ,II出  ±11 1)1と itt卜 !〕 サのイい W Ilkけ ||!代 に ifを ∴ど

午  次 ,5歳 ,「 の十
'11必

」(111,il
大舛ドのみの

世    ‖ r l同
オ 大 先

'と

そ の 他 の

依 と 司れ|

と
居

外
同

'イ

イイ‖61
.|:'J文 ノ七

`|:を
1:

|〕11れ も14ト
立
,,文 元年

雑

削

出

中

わ

ω

Ｗ

５‐

″

市

Ｗ

,| 災

筈1

(41イ立i千 人)

構  成 合   (Hi仕 :°。)

図 3 1L杵 構造別に′ナた高齢者世帯数の構成吉‖合
|ケてZiイ :
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考の単独世帯数の構成割合
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国 土 交 通 省 総 合 政 策 局

建 設 経 済 統 計 調 査 室

平 成 29年 二月 31日 (火 )公 表

資料 7

平成 28年の新設住宅着工戸数 (概要 )

平成28年の新設住宅着工は,持家,賞家及び分譲住宅が
増加したため,全体で増加となった。

1 総戸数

O平成28年 の新設住宅着工戸数は 967,237戸 。
O前年比では64%増 となり、2年連続の増加。
O新設住宅着工床面積は 78,178千ド,前年比42%増 ,3年ぶりの増加。

2 利用関係別戸数

①持家

O平成28年の持家は 292,287戸 (前年比 31%増 , 3年 ぶりの増加)

②貸家

O平成28年 の貸家は 418,543戸 (前年比 105%増 , 5年連続の増加)

③分譲住宅

O平成28年 の分譲住宅は 250,532戸 (前年比 39%増 2年連続の増加)
・マンションは 114,570戸 (同 09%減  昨年の増加から再びの減少)
'一戸建住宅は 133,739戸 (同  82%増  3年ぶりの増加)

3 地域別戸数

O首都圏

O中部圏

101%増 ),

′ うち一戸建住宅 (同  69。/。増)

96ワて,増 ).

, うち―戸建住宅 (同  1320/6増 )

950/。増)

, うち―戸建住宅 (同 32%増 )

115%増 ).

1 うち一戸建住宅 (同  1180/。増)

O近畿圏

建 築 着 工統 計 調 査 報 告

平成 28年計

平成 29年 1月 分は 2月 28日 (火 )公表予定

※問い 合わせ先

回土交通省総合政策局建設経済統計調査室

電話

担当

03-5253-8111

久保 田 (課 長補佐)28621
赤 羽 (係 長) 28625

丹   (係 員) 28626

総戸数 (前年比  58%増 )

持家 (同  06%減 ),貸家 (同
分議住宅 (同  47%増 )

うちマンション (同  27%増 )

総戸数 (前年比  50%増 )

持家 (同  340/6増 ).貸 家 (同
分譲住宅 (同  25%増 )

うちマンション (同  192。ノ6減 )

総戸数 (前年比  56%増 )

持家 (同  70%増 ),貸家 (同
分譲住宅 (同  09%増 )

うちマンション (同  06%減 )

総戸数 (前年比  76。/。増 )

持家 (同  370/。増),貸 家 (同
分譲住宅 (同  510/。増 )

うちマンション (同  58%減 )

この統計調査報告のll光 要は,国 土交通省ホームページでもご覧いただけます。
http://、、vw mlit H(, ,p/Statistics/details/jutoku_list.htlnl Oその他地域



4 その他

O建築工法男1
・プレハブは ,

・ツーバイフォーは

148,528戸 で 2年連続の増加 (前年比

123,713戸 で 2年連続の増加 (前年比

35%増 )
790/。増)

資Ⅲ17-1
新設住宅着工 不J用関係別戸敷 床面積

新設住宅(戸数・前年比)
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大量の空き家予備群 

現在高齢者独居、
高齢者のみでの
世帯が９割以上 

毎年９０万棟以上
の家屋新築 

 

首都圏に集中、
近くに住んでも 
子供世代は別居 

【人口縮小社会】
にそんなに新築
が必要か 



 売却希望者 

空き家 

 犯罪者・不審者 

外来生物 

危険生物 
庭木・雑草 

 遺産相続 

地域の人々  市民発電 

 購買希望者 



系統接続における現1犬の考え方

。 公平性・透明性を確保する観点から、太陽光や風力も含めて全電源共通で接続契約申込み順に系
統の接続容量を確保するという先着優先の考え方となつている。

●新規の接続契約申込み時に系統に空容量があれば容量確保できるが、空容量が無ければ、系統の
増強が必要となる。

● 仮に、空容量が無い系統に、実際に流れている電気が少ないという理由で別の発電事業者の接続を
認める運用にすると、既に容量を確保している発電事業者が電源を不家働した時点で系統に制約が生
じ、後から接続の申込みを行つた発電事業者の出力制御が必要となるなど事業予見性に影響が出る
ことになる。

<上曽]虫前>                         <土 曽]虫後>     設備容量

5

′

系統増強

設備容量
′

空容量が不足するため、
運系のためにはl曽強工
事が必要

空容量の範囲内のため

増強工事不要で運系可

含ヒ

運用容量

運用容量

【緊急時用に確保】

接続契約申込み (2)

接続契約申込み (1)

接続契約 (3)

接続契約 (2)

接続契約 (1)

― ―

【緊急時用に確保】

接続契約申込み (2) L
接続契約申込み (1)

____装伍契約__t登】

接続契約 (3)

接続契約 1



送電線利用イメージ 第 1回 再生可能エネルギー大量導入・次
世代電カネットワーク小委員会 資料 3

。空容量の有無を評価する際の考え方は以下のとおり。系統の実際の利用状況の考え方とは異なる。

①系統は、平常時に設備容量全てを流すので(まなく、Ll_回線が散障した場合でも、送電できる状態を維
持する」という原則の下で運用されており、これは国際的にも共通の考え方。したがって、系統が単純な2
線の場合には、

6

ロ 1 ,

なる。

②潮流につしては、年間平均値ではなく、系統を流れる電気がピ…クとなるタイミングを評価する。)レープ系
統においては、ボトルネックとなる送電線を言平イ面する。

③また、現在運転している電源だけでなく、接続契約を締結済みだが、運転開始前の電源も含めて評1西す
る必要がある。

設備容量

(2回線容量 )

~l~

予約分

運用容量

(1回線容量 )

予約分

ヽ
―
′木

一伎

【緊急時用に確保】

事故時に活用

朝 昼

火力等



3田 「日本片反コネクト&マネージ」について
N… 1電市」

15

■従来、系統の信頼性等の観点から、N-1故 障 (1 線)発生時でも送電可能な容量を日

確保。
■「N-1電補」」は古支障時に日舜日寺に電源 ![日常」をそ子うことを前提として運用容量を拡大。
■故障後の電源抑制に即時性が求められ、運用のシステム等に高い信頼度が必要。

「 N… 1電常u」なし 「 N 1 制」適用

平常時 故障時 平常時 故障時

100MWヽ1/cct
×2回線

100MIⅣ /cct
Xl回線

100

100MⅦ /cct
X2回線

，

Ｂ
Ｂ
Ｌ

GGG

100

新規

G
既存  新規
G   G

既存  新規

100 遮断信号
(子[,怖J)

停止

(!I日常J)
蹄
Ｇ

既存

σ電力広域的還曽推進幾関い
"nJ学
汎猛7F報齢乳子器r針

ピ

100

因

ｍ
■ 接続不可

(上曽;蛍要 )

100 100

接続可

皿

0〔CT0



2 送電設備利用率の現状について 4

■ 昨今、送電線容量について、東北エリアで2～ 180/0といった低い利用率肘 旨摘がある。
■ 】見行の基準では、2 ロ 線容量のうち、1 ロ 線を運用容量 (上限)とし、電源の最大出力、
最小需要でも送電可能な設備形成を行つてきた。

■ このため、通常 2 ロ 線の系統では平常時に利用率が500/oを超えることはなく、さらに電源の
不家働率 (運転状況)によつて、送電線の平均利用率はさらに低くなつている。
■ 電力需要肘申びない中、新たな電源が曽カロしていることから、火力電源の出力抑制により、送
電設備利用率は更に低下する。

【現状基準のイメージ】

PV 石炭  石油  LNG

σ電力広域的通曽推進機関

熱容量 2回線熱容量

運用容量

8760日寺間
電源

設備量

OC〔丁6



接続要件は事実上の新規参入障壁 

N－１問題＝発電量×２の送電線が必要
（大きな電流を流そうとするほどムダ増） 

N－１を続ける限り、影のコピーができる
（太陽光分のバックアップ火力は必要か） 

【効率がよければ本当にムダは無い？】 

 

 

 

送電線の問題 



ＥＶ所有者と充電契約 

車は日中使わないことが多いので充電 

夜は乗って帰り、家に電気を供給 

発電所から毎朝毎夕送迎バスを出せるか 

遅い帰りの場合、車は運転代行？ 

休日や余剰電力は別形態の小型可搬型
充電ユニットに充電し近隣に供給（後述） 

 

プラン（１）パーク＆ライド 
太陽光充電所（郊外立地） 



更地にし、駐車場と太陽光発電で充電 

朝に乗り捨て、昼充電、夜は乗って帰宅、
家に電気を供給 

駅前の立地条件の良い空き家を優先活用 

充電困難なアパートやマンション住民対象 

コンバージョン（改造）ＥＶを使う 

カーシェアやレンタル、リースなど新しい車
所有のカタチ 

プラン（２）空き家利活用式 
パーク＆ライド太陽光充電所 



昼間に太陽光発電所でＥＶに充電 

自走させ街中で駐車場兼放電所（蓄電
ユニット集積放電所）に接続し、送電網に 

郊外より送電線は短く、小回りが利き、車
ユニット契約者は駐車場代が浮く 

太陽光発電所の周りに街ができるかも 

移動放電極をＥＶにケーブル接続、災害
時にも電気を供給（トラックに搭載も） 

 

プラン（３）（連結積層式） 
自走充電ユニット夜間放電所 



太陽光発電と異なる（非電化）ユニットで 

休日や余剰の電気を使う手段も 

温泉供給サービスのように温水や冷水、
氷を配管を使わずタンク車などで配送 

供給できる種類や量は連日変動、予測
量をアップし、会員優先で割当供給 

街のCO₂排出量を更に減らせる 

銭湯や介護施設などへの優先供給 

プラン（４）（複合設備） 
温冷熱製造供給施設 



電池を家の中央に置き様々な家電へ供給 

自走可能なハンドパレット、自転車、電動
スクーターを利用 

発電所の近所を中心に展開 

送電線や屋内配線は使わず直接接続 

或いは配電ユニットと充電池を別装（換装 

イメージは昔のアメリカの家庭地下ボイラー 

市電など鉄道の送電網を使えないか 

 

その他のプラン（５）~（８） 



【大きいことが良いこととは限らない】  
と、３．１１は証明 

送電網ロスの総量を考えるべき転換点 

今また我々は同じ愚を犯していないか 

大量生産・消費の世の在り方に一石を
投じるのが【縮小社会研究会】では？ 

連携線が必要なのはメガソーラー
など【大きな電気】 



地域の人材や資源を掘り出し、【カネ】を
地域の中で循環させ【地産地消】 

 

【小さな電気】を束ねる地域電力の   
クラウド・ネットワークこそ、人々のミライを
明るく照らす【結（ゆい）】となる 

地域振興・活性化のための 
【ホンモノ】の手段 



これからは【純国産エネルギーの時代】 

 

今できる【小さなこと】を積み上げよう 

 

絶対に【この灯明】を消してはならない 

 

【石からエネルギーを取り出す  
時代】は終わった 




